
 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（関係条文抜粋） 

（昭和三十一年六月三十日法律第百六十二号） 

最終改正：令和元年 6月 7日 

（職務権限の特例） 

第二十三条 前二条の規定にかかわらず、地方公共団体は、前条各号に掲げるもののほか、条例の

定めるところにより、当該地方公共団体の長が、次の各号に掲げる教育に関する事務のいずれか

又は全てを管理し、及び執行することとすることができる。 

一 図書館、博物館、公民館その他の社会教育に関する教育機関のうち当該条例で定めるもの（以

下「特定社会教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関すること（第二十一条第七号から

第九号まで及び第十二号に掲げる事務のうち、特定社会教育機関のみに係るものを含む。）。 

 二 スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。 

 三 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。 

 四 文化財の保護に関すること。 

２ 地方公共団体の議会は、前項の条例の制定又は改廃の議決をする前に、当該地方公共団体の教

育委員会の意見を聴かなければならない。 

 

（教育委員会の意見聴取） 

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他特に教

育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合においては、

教育委員会の意見をきかなければならない。 

 

（教育機関の所管） 

第三十二条 学校その他の教育機関のうち、大学及び幼保連携型こども園は地方公共団体の長が、

その他のものは教育委員会が所管する。ただし、特定社会教育機関並びに第二十三条第一項第二

号から第四号までに掲げる事務のうち同項の条例の定めるところにより地方公共団体の長が管

理し、及び執行することとされたもののみに係る教育機関は、地方公共団体の長が所管する。 

 

（学校等の管理） 

第三十三条 第１項及び第２項（略） 

３ 第二十三条第一項の条例の定めるところにより同項第一号に掲げる事務を管理し、及び執行す

ることとされた地方公共団体の長は、法令又は条例に違反しない限りにおいて、特定社会教育機

関の施設、設備、組織編制その他の管理運営の基本的事項について、必要な地方公共団体の規則

を定めるものとする。この場合において、当該規則で定めようとする事項については、当該地方

公共団体の長は、あらかじめ当該特定地方公共団体の教育委員会に協議しなければならない。 


